
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

●雇用保険料率●●雇用保険料率●●雇用保険料率●●雇用保険料率● 

事業の種類事業の種類事業の種類事業の種類    平成平成平成平成 22222222 年度年度年度年度     平成平成平成平成 23232323 年度年度年度年度    

いわゆる一般の事業いわゆる一般の事業いわゆる一般の事業いわゆる一般の事業    1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 15.515.515.515.5    1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 15.515.515.515.5    

いわゆる農林水産業いわゆる農林水産業いわゆる農林水産業いわゆる農林水産業＊＊＊＊    

清酒の製造の事業清酒の製造の事業清酒の製造の事業清酒の製造の事業    
1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 17.517.517.517.5    1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 17.517.517.517.5    

いわゆる建設の事業いわゆる建設の事業いわゆる建設の事業いわゆる建設の事業    1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 18.518.518.518.5    

据え置き→据え置き→据え置き→据え置き→    

1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 18.518.518.518.5    

 

＊＊＊＊農林水産業のうち、農林水産業のうち、農林水産業のうち、農林水産業のうち、季節的に休業し又は事業の規模が縮小することのない一定の事業（園芸サービスの季節的に休業し又は事業の規模が縮小することのない一定の事業（園芸サービスの季節的に休業し又は事業の規模が縮小することのない一定の事業（園芸サービスの季節的に休業し又は事業の規模が縮小することのない一定の事業（園芸サービスの

事業、酪農、養鶏等の事業など）には、一般の事業の雇用保険率を適用。事業、酪農、養鶏等の事業など）には、一般の事業の雇用保険率を適用。事業、酪農、養鶏等の事業など）には、一般の事業の雇用保険率を適用。事業、酪農、養鶏等の事業など）には、一般の事業の雇用保険率を適用。    
 

●雇用保険率の負担の内訳●●雇用保険率の負担の内訳●●雇用保険率の負担の内訳●●雇用保険率の負担の内訳● 

失業等給付に係る率失業等給付に係る率失業等給付に係る率失業等給付に係る率    二事業率二事業率二事業率二事業率                        内内内内        訳訳訳訳    

事業の種類事業の種類事業の種類事業の種類    
雇用保険率雇用保険率雇用保険率雇用保険率    

被保険者負担分被保険者負担分被保険者負担分被保険者負担分    事業主負担分事業主負担分事業主負担分事業主負担分    

1,0001,0001,0001,000 分の６分の６分の６分の６    1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 3.53.53.53.5    
いわゆる一般の事業いわゆる一般の事業いわゆる一般の事業いわゆる一般の事業    1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 15151515．．．．5555    1,0001,0001,0001,000 分の６分の６分の６分の６    

計計計計    1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 9.59.59.59.5    

1,0001,0001,0001,000 分の７分の７分の７分の７    1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 3.53.53.53.5    いわゆる農林水産業いわゆる農林水産業いわゆる農林水産業いわゆる農林水産業＊＊＊＊    

清酒の製造の事業清酒の製造の事業清酒の製造の事業清酒の製造の事業    
1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 17.517.517.517.5    1,0001,0001,0001,000 分の７分の７分の７分の７    

計計計計    1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 10.510.510.510.5    

1,001,001,001,000000 分の７分の７分の７分の７    1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 4.54.54.54.5    
いわゆる建設の事業いわゆる建設の事業いわゆる建設の事業いわゆる建設の事業    1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 18.518.518.518.5    1,0001,0001,0001,000 分の７分の７分の７分の７    

計計計計    1,0001,0001,0001,000 分の分の分の分の 11.511.511.511.5    

 

 

 

 

 

    

平平平平成成成成 23232323 年度の雇用保険率は前年据え置きと決定！年度の雇用保険率は前年据え置きと決定！年度の雇用保険率は前年据え置きと決定！年度の雇用保険率は前年据え置きと決定！    

    厚生労働省より、平成厚生労働省より、平成厚生労働省より、平成厚生労働省より、平成 23232323年度の雇用保険料率が発表されました。年度の雇用保険料率が発表されました。年度の雇用保険料率が発表されました。年度の雇用保険料率が発表されました。    

    会社負担分も従業員負担分も去年と同じ保険料率のまま据え置かれることになりました。会社負担分も従業員負担分も去年と同じ保険料率のまま据え置かれることになりました。会社負担分も従業員負担分も去年と同じ保険料率のまま据え置かれることになりました。会社負担分も従業員負担分も去年と同じ保険料率のまま据え置かれることになりました。    
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 雇用保険に関する保険料のうち、雇用保険二事業に充てる部分は、その全額を事業主の方々が負担してい雇用保険に関する保険料のうち、雇用保険二事業に充てる部分は、その全額を事業主の方々が負担してい雇用保険に関する保険料のうち、雇用保険二事業に充てる部分は、その全額を事業主の方々が負担してい雇用保険に関する保険料のうち、雇用保険二事業に充てる部分は、その全額を事業主の方々が負担してい

ます。ます。ます。ます。上の表の「二事業率」とされている保険料の大部分は、助成金上の表の「二事業率」とされている保険料の大部分は、助成金上の表の「二事業率」とされている保険料の大部分は、助成金上の表の「二事業率」とされている保険料の大部分は、助成金（代表例：雇用（代表例：雇用（代表例：雇用（代表例：雇用調整助成金・中小企業調整助成金・中小企業調整助成金・中小企業調整助成金・中小企業

緊急雇用安定助成金）の原資になっています。収めた保険料を有効活用するためにも、是非、活用できる助緊急雇用安定助成金）の原資になっています。収めた保険料を有効活用するためにも、是非、活用できる助緊急雇用安定助成金）の原資になっています。収めた保険料を有効活用するためにも、是非、活用できる助緊急雇用安定助成金）の原資になっています。収めた保険料を有効活用するためにも、是非、活用できる助

成金がないか、日頃からチェックしておきましょう。助成金についてのお問い合わせも、お気軽成金がないか、日頃からチェックしておきましょう。助成金についてのお問い合わせも、お気軽成金がないか、日頃からチェックしておきましょう。助成金についてのお問い合わせも、お気軽成金がないか、日頃からチェックしておきましょう。助成金についてのお問い合わせも、お気軽にどうぞ。にどうぞ。にどうぞ。にどうぞ。    



 

 

 

●●●●毎月勤労統計調査の概要毎月勤労統計調査の概要毎月勤労統計調査の概要毎月勤労統計調査の概要●●●● 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

●●●●労働力調査労働力調査労働力調査労働力調査の概要●の概要●の概要●の概要● 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年毎月勤労統計調査・労働力調査の結果が発表されました！ 

○○○○    平均月間現金給与総額は、前年比平均月間現金給与総額は、前年比平均月間現金給与総額は、前年比平均月間現金給与総額は、前年比 0.60.60.60.6％増の％増の％増の％増の 317,321317,321317,321317,321 円円円円    

現金給与総額のうち、きまって支給する給与は 0.3％増の

263,245 円、所定内給与は 0.2％減の 245,038 円、所定外給

与は 9.2％増の 18,207 円、特別に支払われた給与は 2.0％

増の 54,076 円となりました。 

実質賃金は、前年比 1.5％増です。 

最新情報 

調査結果のポイント調査結果のポイント調査結果のポイント調査結果のポイント    

・現金給与総額は、４年ぶりの増加・現金給与総額は、４年ぶりの増加・現金給与総額は、４年ぶりの増加・現金給与総額は、４年ぶりの増加    

・所定外労働時間は、３年ぶりの増加・所定外労働時間は、３年ぶりの増加・所定外労働時間は、３年ぶりの増加・所定外労働時間は、３年ぶりの増加    

・常用雇用は、７年連続の増加・常用雇用は、７年連続の増加・常用雇用は、７年連続の増加・常用雇用は、７年連続の増加    

あとがき◆当事務所よりあとがき◆当事務所よりあとがき◆当事務所よりあとがき◆当事務所より    

    

4444/10/10/10/10 ●一括有期事業開始届の提出 

（建設業）  

主な対象事業：概算保険料 160 万円未満で

かつ請負金額が 1 億 9000 万円未満の工事 

 ●3 月分の源泉所得税、住民税特別徴収

税の納付 

4/154/154/154/15 ●給与支払報告に係る給与所得者異動届の

提出 

4/4/4/4/30303030 ●労働者死傷病報告書の提出（休業 4 日未

満の 1 月～3 月の労災事故について報告） 

4444////30303030 ●預金管理状況報告 

                    ●健康保険印紙受払等報告書・雇用保険印紙保

険料納付状況報告書提出 

                    ●3 月分の健康保険料、厚生年金保険料の納付 

                    ●個人事業者の消費税の確定申告 

                    ●2 月決算法人の確定申告・8 月決算法人の中

間申告 

                    ●公益法人等の都道府県民税・市町村民税均等

割申告 

                    ●5 月・8 月・11 月決算法人の消費税の中間申告 

おおおお仕事仕事仕事仕事    

カレンダーカレンダーカレンダーカレンダー    
    

○○○○    平均月間総実労働時間は、前年比平均月間総実労働時間は、前年比平均月間総実労働時間は、前年比平均月間総実労働時間は、前年比 1.41.41.41.4％増の％増の％増の％増の 146.2146.2146.2146.2 時間と、４年ぶりの増加時間と、４年ぶりの増加時間と、４年ぶりの増加時間と、４年ぶりの増加    

        総実労働時間のうち所定内労働時間は 0.7％増の 136.2 時間、所定外労働時間は 

9.0％増の 10.0 時間となりました。製造業の所定外労働時間は、32.3％増の 13.9 時間。 

なお、年間の総実労働時間は 1,754 時間（規模 30 人以上では 1,798 時間）でした。 

○○○○    常用雇用は、前年比常用雇用は、前年比常用雇用は、前年比常用雇用は、前年比 0.30.30.30.3％増と７年連続の増加％増と７年連続の増加％増と７年連続の増加％増と７年連続の増加    

  このうち、一般労働者は 0.4％減、パートタイム労働者は 2.1％増となりました。 

○○○○    平成平成平成平成 22222222 年平均の雇用者（役員を除く）は年平均の雇用者（役員を除く）は年平均の雇用者（役員を除く）は年平均の雇用者（役員を除く）は 5,1115,1115,1115,111 万人万人万人万人    

 このうち、正規の職員・従業員は 3,355 万人（１年前に比べ 25

万人減少）。非正規の職員・従業員は 1,755 万人（１年前に比

べ 34 万人増加）でした。 

 ☆雇用者（役員を除く）（5,111 万人）に占める非正規の職員・

従業員（1,755 万人）の割合（34.3％）は、比較可能な平成

14 年以降で最高でした。 

調査結果のポイント調査結果のポイント調査結果のポイント調査結果のポイント    

１．完全失業率は１．完全失業率は１．完全失業率は１．完全失業率は 5.15.15.15.1％と、前年と同率％と、前年と同率％と、前年と同率％と、前年と同率    

２．完全失業者は２．完全失業者は２．完全失業者は２．完全失業者は 334334334334 万人と、前年に比べ万人と、前年に比べ万人と、前年に比べ万人と、前年に比べ

２万人減少２万人減少２万人減少２万人減少    

３．労働力人口は３．労働力人口は３．労働力人口は３．労働力人口は 6666,,,,590590590590 万人と、前年に比万人と、前年に比万人と、前年に比万人と、前年に比

べべべべ 27272727 万人減少万人減少万人減少万人減少    

○○○○    平成平成平成平成 22222222 年平均の完全失業者（年平均の完全失業者（年平均の完全失業者（年平均の完全失業者（334334334334 万人）のうち、失業期間が１年以上の完全失業者は万人）のうち、失業期間が１年以上の完全失業者は万人）のうち、失業期間が１年以上の完全失業者は万人）のうち、失業期間が１年以上の完全失業者は 121121121121 万人万人万人万人    

 ☆失業期間が１年以上の完全失業者の実数（121 万人）は、比較可能な平成 14 年以降で最多でした。1 年前に

比べ、２６万人増加しています。 

○○○○    平成平成平成平成 22222222 年平均の非労働力人口のうち「今の景気や季節では仕事があり年平均の非労働力人口のうち「今の景気や季節では仕事があり年平均の非労働力人口のうち「今の景気や季節では仕事があり年平均の非労働力人口のうち「今の景気や季節では仕事がありそうにない」ためそうにない」ためそうにない」ためそうにない」ため    

        求職活動をしていなかった就業希望者は求職活動をしていなかった就業希望者は求職活動をしていなかった就業希望者は求職活動をしていなかった就業希望者は 24242424 万人（万人（万人（万人（1111 年前に比べ２万人減少）。年前に比べ２万人減少）。年前に比べ２万人減少）。年前に比べ２万人減少）。    


